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２０２５年９月４日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

確認事項に対する回答について 

 
 

２０２５年７月１５日に柏崎市長より頂戴した確認事項につきまして、下記のとおりご

回答申し上げます。 

 

記 

 

■エネルギー基本計画に沿った事業運営 

＜最適な電源構成の構築＞ 

［確認事項１：再エネの開発方針］ 

東京電力リニューアブルパワー株式会社（以下、「ＲＰ」）による新規再エネ電源の開発方

針に変更はないか。時間軸、規模、主力電源化としての位置づけなど具体的なところを明示。

再明示願いたい。また、新潟県内における水力発電の増強、新設、系統安定化のための蓄電

池等の整備についての検討状況を明示願いたい。 

 

【回答】 

昨年８月に『「『柏崎刈羽原子力発電所の再稼働および廃炉に関する基本的な考え方』への

評価」に関する取り組み状況』（２０２４年８月２２日付）でご報告した、ＲＰにおける、

新規再エネ電源の開発方針に変更はなく、今後も取り組みをさらに進めてまいります。 

昨年８月のご報告以降の新潟県内における具体的な開発計画の進展としまして、当社の

グループ企業である東京発電株式会社において、県内における複数の地点で新設を含む水

力発電所の増強などを検討しており、このうち、姫川第八発電所（糸魚川市）（検討段階で

の出力３８，７００ｋＷ）に関しては、環境アセスメントの準備書の手続きまでを終了し

ております。 

 また別紙のとおり、ＲＰにおいて、湯沢発電所（湯沢町）（出力１６，１００ｋＷ）は   

２０１９年、石打発電所（南魚沼市）（出力５，８００ｋＷ）は２０２１年、下船渡発電所

（津南町）（出力６，６００ｋＷ）は２０２２年、清津川発電所（湯沢町）         

（出力１６，３００ｋＷ）は２０２６年に、それぞれ発電電力量の増加や発電効率の改善

を図るための老朽化設備の改修を実施または予定しております。今後、その他再生可能エ

ネルギーの新潟県内における設置可能性についても、さらに検討を進めてまいります。 

加えて、蓄電池については、新潟県内の複数自治体において関心が高いことが把握できて

おります。今後、ビジネスとしての事業性評価や資金調達方法、設置要件等も踏まえながら

検討を始めているところです。 
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［確認事項２：最適な電源構成の構築］ 

「特定重大事故等対処施設」の竣工延期、及び、再稼働準備の６号機への集中といった情

勢変化を踏まえ、２０２４年８月２２日に御社が提出した文書における＜最適な電源構成の

構築＞に関する、現在の考えを説明していただきたい。 

 

【回答】 

当社は、引き続き、非化石電源の確保に努めているところであり、現時点で最適な電源構

成をお示しできる状況にありませんが、この度の情勢変化を踏まえ、６号機の再稼働が見通

せる状況になるまでに、廃炉を含めた最適な電源構成の検討状況について具体的にご説明さ

せていただきたいと考えております。また、６号機の再稼働後２年を待たずに前倒しを図り、

１～５号機に関して、廃炉を含む最適な電源構成の道筋を確実に付けてまいります。 

なお、市長が従来から仰るところの７基の集中立地へのご懸念につきましては、県内でも

同様のお声があることを十分に意識して検討してまいります。 

 

＜広域系統整備に向けた協力＞ 

［確認事項３：超高圧海底直流送電ケーブル］ 

超高圧海底直流送電ケーブルに関する現在の検討状況について示していただき、改めて

その意思をお示しいただきたい。 

 

【回答】 

昨年８月のご報告以降の動きとして、東京電力パワーグリッド株式会社（以下、「ＰＧ」）

は、２０２４年１２月に北海道本州間連系設備（日本海ルート）の新設事業について、関係

する他の一般送配電事業者等３社（北海道電力ネットワーク株式会社、東北電力ネットワー

ク株式会社、電源開発送変電ネットワーク株式会社。ＰＧも合わせ以下、「４社」）とともに

応募意思表明を行いました。２０２５年２月には電力広域的運営推進機関（以下、     

「ＯＣＣＴＯ」）による応募資格審査の結果、有資格事業者に認定されたところです。その

後、ＯＣＣＴＯが公募要綱上に定める「検討体」を４社で構築し、「応募意思表明に当たっ

ての条件」に関わる事業検討や技術検討を進めております。 

本事業は、広域的取引上、特に重要なものであり、全国における再生可能エネルギーの

導入拡大の見込みや、電力のレジリエンス強化の観点からＧＸ実現に向けた重要な系統整

備である一方、国内では過去に類を見ない長距離海底ケーブルの敷設を含む大規模なもの

であり、かつ資金調達の規模も非常に大きなプロジェクトです。プロジェクトファイナン

スが前提となっている点や、未確定の要素もあることから、４社としては、責任をもって

実現可能という見通しが持てる実施案を作成するために解決すべき課題を整理しながら各

条件が成立するよう、様々な関係者の皆さまの協力・支援をいただき、検討を進めており

ます。 

当社グループとして本事業が実現に向かって進むよう、引き続き、柏崎市内における必要

な協力を最大限実施してまいります。 
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■柏崎刈羽原子力発電所の安定的な運転、災害への備え 

［確認事項４：６号機の使用済燃料プールにおける保管量の低減］ 

２０２４年８月２２日に御社が提出した文書には、使用済燃料に関し「号機間輸送やＲＦ

Ｓのリサイクル燃料備蓄センターを活用しながら、適切に対応」とあるが、６号機に関して

も「概ね８０％以下」という目標について、６号機の再稼働工程に影響を与えない範囲内で

速やかに実行していただきたい。 

 

【回答】 

柏崎刈羽原子力発電所においては、昨年度計画されていたリサイクル燃料貯蔵株式会社

（以下、「ＲＦＳ」）のリサイクル燃料備蓄センターへの使用済燃料（６９体）の搬出、及び、

７号機に貯蔵されていた使用済燃料（３８０体）の３号機への号機間輸送を予定通り完了し

ております。 

今後は、今年度下期に計画されているＲＦＳへの使用済燃料の搬出に向けた準備を進め

るとともに、６号機に貯蔵されている使用済燃料についても、号機間輸送の実施に向けた準

備を６号機再稼働の工程の中で、遅滞なく進めてまいります。 

当社は、引き続き、日本原燃株式会社の再処理事業やＲＦＳの中間貯蔵事業など、早期の

原子燃料サイクル確立に向けた支援を行うとともに、使用済燃料が再処理工場に搬出される

までの間、号機間輸送やＲＦＳのリサイクル燃料備蓄センターを活用しながら、柏崎刈羽原

子力発電所の安定的な運転のため、適切に対応してまいります。  

 

 

■柏崎市の将来への貢献 

［確認事項５：地域経済への貢献・柏崎市地域エネルギービジョン］ 

２０２４年８月２２日に御社が提出した文書には「地域に根差した事業者として、地域経

済への貢献の観点から、地元企業との取引拡大に最大限取り組んでおります。」とある。こ

こ数年の御社の姿勢は文字通り「最大限」のものと評価する。「『柏崎市地域エネルギービジ

ョン』を踏まえ、柏崎市における次世代エネルギー開発の可能性などについても幅広く具体

的に検討」を実行、具現化していただきたい。 

 

【回答】 

当社は、地域に根差した事業者として、地域経済へ貢献する観点から、地元企業との取引

拡大に最大限取り組んでおり、至近では、柏崎刈羽原子力発電所の新事務本館、柏崎新本社

事務所、柏崎レジリエンスセンター等の大型土木建築工事に関して、多くの地元企業に参画

いただいております。引き続き、地域経済の活性化のために、積極的に取り組んでまいりま

す。 

また、「柏崎市地域エネルギービジョン」を踏まえ、当社としても原子力と共に、柏崎市

における次世代エネルギーの開発は重要であると考えており、現在、案件の具現化に向けて、

検討を進めているところです。 
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■地域の皆さまとのコミュニケーション 

［確認事項６：多様な考え方の傾聴］ 

「柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会（「地域の会」）」をはじめ、原発推進、

容認、反対様々な立場の方々と率直な意見交換を行っている姿勢は評価できる。また、地域

行事への参加など所長を筆頭に積極的であることは多くの市民が好ましく思い、評価してい

るところである。 

 

 

【回答】 

確認事項で触れていただきました「地域の会」の存在は大変ありがたく、地域の皆さまの

安全・安心のため、多岐にわたるご議論を重ねていただいており、深く感謝申し上げます。

加えて、柏崎市の皆さまを代表する柏崎市議会におかれましても、柏崎刈羽原子力発電所の

誘致決議以降、長年にわたり原子力をはじめとするエネルギー問題、そして発電所との共生

の在り方について、深いご議論と貴重なご助言を賜り、厚く御礼申し上げます。当社といた

しましても、引き続き多様なご意見に真摯に耳を傾け、事業を進めてまいります。 

また、当社は地域の皆さまとの交流を深めるべく、様々なイベントにも積極的に参加して

おりますが、ぎおん柏崎まつりでの「民謡街頭流し」、「海の大花火大会」での有志による花

火の打ち上げ、えんま市や花火大会後の美化清掃などにおいては、所長をはじめ、社長も参

加し、市民の皆さまのお声を直接伺っております。今後も様々な機会を通じて交流を深めて

まいります。 

 

そのほか、地域の皆さまから多くの声を頂戴するため、訪問活動、発電所のイベント、コ

ミュニケーションブースをはじめ、コミュニケーション活動を積極的に展開しております。

コミュニケーションブースについては、昨年度、県内で４２回開催し、１１，３００名の皆

さまにご来場いただきました。また、昨年１２月には新たな取り組みとして、エネルギーや

放射線に関する知識、発電所の安全性などのご理解を深めていただくイベント（「東京電力

フォーラム」）を長岡市で開催いたしました。 

このような活動を通じていただいた「声」を、引き続き、発電所の運営に活かしてまいり

ます。 

 

今後も地域の皆さまとのつながりを大切にしながら、わたしたちが目指す姿である「地域

を愛し、地域に愛される発電所」に向け、事業活動を進めてまいります。 

 

以 上 
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別紙 

新潟県内における当社グループの水力発電所について 
 

■新潟県内の水力発電所一覧（東京電力リニューアブルパワー） 

発電所 所 在 

新設 発電電力量増・発電効率向上後 

運転開始 
出力 

(kW) 
運転開始 

出力 

(kW) 

増出力 

（kW） 

信濃川 津南町 1939 年 11 月 181,000 - 

中津川第一 津南町 1924 年 9月 127,000 - 

中津川第二 津南町 1922 年 11 月 22,500 - 

下船渡 津南町 1954 年 1月 6,100 2022 年 11 月 6,600 ＋500 

清津川 湯沢町 1958 年 12 月 16,300 
2026 年 11 月 

（予定） 
16,300 ±0 

湯 沢 湯沢町 1923 年 5月 15,600 2019 年 10 月 16,100 ＋500 

石 打 南魚沼市 1926 年 11 月 5,700 2021 年 7月 5,800 ＋100 

合計  374,200  ＋1,100 

発電電力量：年間 16～18 億 kWh 程度 

うち発電電力量増・発電効率向上後による増電力量は 0.3 億 kWh 程度 

■東京発電 

発電所 所 在 

新設 発電電力量増・発電効率向上後 

運転開始 
出力 

(kW) 
運転開始 

出力 

(kW) 

増出力 

（kW） 

姫川第七 糸魚川市 1955 年 1月 46,600 - 

新小滝川 糸魚川市 1981 年 11 月 3,300 - 

土樽 湯沢町 1964 年 10 月 7,000 2022 年 12 月 7,000  ±0 

赤坂山 
(マイクロ水力) 

柏崎市 
(赤坂山浄

水場内） 
2016 年 2月 198 - 

合計  57,098  ±0 

発電電力量：年間 3億 kWh 程度 

うち発電電力量増・発電効率向上後による増電力量は 8万 kWh 程度 

■関電工 

発電所 所 在 

新設 発電電力量増・発電効率向上後 

運転開始 
出力 

(kW) 
運転開始 

出力 

(kW) 

増出力 

（kW） 

上結東 津南町 2020 年 5月 990 - 

発電電力量：年間 650 万 kWh 程度 

以 上 


